
 

「令和８年度医療労務管理支援事業評価項目及び評価基準」 
 

１ 落札方式 
 

（１）総合評価落札方式 

本調達は、総合評価落札方式（加算方式）を採用するものとし、評価の方法について

は、以下のとおりとする。 

①  入札者に価格及び技術等をもって申込みをさせ、次の各要件に該当する者のうち、

「（２）総合評価の方法」によって得られた数値のもっとも高い者を落札者とする。 

（ⅰ） 入札説明書を受領し、本事業の目的、内容等について十分理解していること。 

（ⅱ）  入札価格が、予定価格の制限の範囲内であること。 

（ⅲ） 入札に係る技術等が、入札公告（これらに係る入札説明書を含む。以下同

じ。）において明らかにした技術等の要求要件のうち必須とされた項目の最低限

の要求要件をすべて満たしていること。 

②  上記①の数値のもっとも高い者が２人以上あるときは、当該者にくじを引かせて落

札者を定める。 

 

（２）総合評価の方法 

①  入札価格に対する得点（以下、価格点という。）配分と、技術等に対する得点（以

下、技術点という。）の配分の割合は、価格点１に対して技術点２とする。なお、技

術等の評価項目は、創造性または新規性等の価格と同等に評価できない項目とそれ以

外の項目とに区分し、価格と同等に評価できる項目に対する得点配分と入札価格に対

する得点配分は、等しいものとする。 

〔得点配分〕 

  総得点：３００点 

   価格点：１００点 

技術点：２００点 

  価格と同等に評価できない項目：１００点（評価項目１） 

  価格と同等に評価できる項目 ：１００点（評価項目２） 

②  価格点の評価方法については、次のとおりとする。 

価格点は、入札価格を予定価格で除して得た値を１から減じて得た値に、入札価

格に対する得点配分を乗じて得た値とする。 

（価格点＝（１－入札価格／予定価格）×１００点、小数点以下切り捨て） 

③  技術等の評価方法については、次のとおりとする。 

（ⅰ） 評価の対象とする技術的要件については、当該調達の目的及び内容に応じ、事

務、事業上の必要性等の観点から評価項目を設定し、これを必須とする項目とそ

れ以外の項目とに区分する。 

（ⅱ） 必須とする項目については、項目ごとに最低限の要求要件を示し、Ｃ判定（０

点）となっているものが１項目でもあれば、委員で協議を行い、不合格とするか

否か決定する。 

（ⅲ）  必須とする項目以外の項目については、項目ごとに評価に応じ得点を与える。 

（ⅳ） 各評価項目に対する得点配分は、その必要度及び重要度に応じて定める。 

（ⅴ） 創造性、新規性等の価格と同等に評価できない項目の内容の履行を確保する観
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点から、価格と同等に評価できる項目についての評価を行うものとする。 

（ⅵ） 複数の評価者が評価を行うため、各評価者の評価結果（点数）を合計し、それを

平均して技術点を算出する（小数点以下第１位を四捨五入する）。ただし、上記（ⅱ）

において不合格となった者については、技術点の算出は行わない。 

④  価格及び技術等に係る総合評価は、入札者の価格点に当該入札者の申込みに係る

技術等の評価項目の得点の合計を加えて得た数値をもって行う。 

 

２ 評価項目 

（１） 総合評価点 

本調達における総合評価点の内訳は以下のとおりとする。 

総合評価点＝技術点（２００点満点）＋価格点（１００点満点） 

 

（２） 技術点対象項目 

本調達における技術点の内訳は以下のとおりとする。（詳細については、別紙：総

合評価基準書を参照のこと。） 

技術点＝１．事業内容及び実施方法（１００点満点） 

＋２．事業実施主体の適格性（１００点満点） 

 

（３）配点方法 

「業務の実施内容等」、「独自提案の内容、実施方法」、「事業実施主体の適格性」

の加点に係る要件に関しては、提案書の各項目について、それぞれ以下の採点基準によ

り得点を与え、その合計を技術点とする。 
 

評価ランク 評価基準 
項目別得点 

15点満点 10点満点 

Ｓ 通常の想定を超える卓越した提案内容である。 15 10 

Ａ 通常想定される提案としては優れた内容である。 ８ ５ 

Ｂ 概ね妥当な内容であると認められる。 ４ ３ 

Ｃ 内容が不十分である、あるいは記載がない。 ０ ０ 

 

「ワークライフバランス等の推進に関する指標」については、以下の評価基準によ

り採点する。複数の認定等に該当する場合は、最も配点が高い区分により加点を行

う。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定

（えるぼし認定企業） 

・行動計画（※１） ３点 

・１段階目（※２） ６点 

・２段階目（※２） 10 点 

・３段階目     12 点 

・プラチナえるぼし 15 点 



                                                                         

※１ 常時雇用する労働者の数が 100 人以下のものに限る（計画期間が満了して

いない行動計画を策定している場合のみ）。 

※２ 労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 

 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・トライ

くるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業） 

・行動計画（令和７年４月１日以後の基準）（※３）          ３点 

・くるみん（平成 29 年３月 31 日までの基準）             ６点 

・トライくるみん（令和４年４月１日～令和７年３月 31 日までの基準）  ７点 

・くるみん（平成 29 年４月１日～令和４年３月 31 日までの基準）（※４）９点 

・トライくるみん（令和７年４月１日以後の基準）            10 点 

・くるみん（令和４年４月１日～令和７年３月 31 日までの基準）（※４） 10 点 

・くるみん（令和７年４月１日以後の基準）               12 点 

・プラチナくるみん                         15 点 

※３ 常時雇用する労働者の数が 100 人以下のものに限る（計画期間が満了して

いない行動計画を策定している場合のみ）。 

※４ 令和９年３月 31 日までは、令和６年基準改定の移行措置として当該区分

においても新規の認定が可能。 

 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定  12 点 

 

賃上げを実施する企業等に対しては以下の評価基準により加点を行う 

※表明書により評価加点を実施するが、表明書に記載した賃上げを実行していない場

合又は実績を確認する書類を提出しない場合は、当該事実判明後の評価点が減点さ

れることに留意のこと。 

 

〇 大企業の場合  ５点 

事業年度（もしくは暦年）において、対前年度比（もしくは対前年比）で、給与

所得者一人当たりの平均支給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明しているこ

と 

〇 中小企業等の場合  ５点 

事業年度（もしくは暦年）において、対前年度比（もしくは対前年比）で、給与

総額を１．５％以上増加させる旨、従業員に表明していること 

※中小企業とは、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第 66 条第２項、第３項及び第

６項に規定される、資本金等の額等が１億円以下であるもの又は資本等を有しな

い普通法人等をいう。 

 


